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業 100 選」としては 52 社が選定されている。ただし、一つの企業が複数分野に
わたる活動を認められている点に注意した上で、各分野の企業総数を整理すると、
女性（40 社）、外国人（10 社）、障がい者（18 社）、高齢者（7 社）、キャリア・



















特に企業経営に着目することから、1975 年以降の日経新聞 4 紙（日本経済新聞・
日経産業新聞・日経金融新聞・日経 MJ）を中心に記事を収録している日経テレ
コンの検索結果を分析対象とする。 






関して、その範囲を分析視座として、直近の新聞記事（2016 年 1 月～6 月）の内
容に着目して分析する。そして、第 5 節にて、前節内容の時系列的変化を検討す








雇用機会均等法が施行されている。旭化成で 1993 年に設けられた EO 推進室は
他社に先んじて男女雇用機会均等法の流れに従ったものと考えられる。 



























図 1 「雇用機会均等」「男女雇用機会均等」記事数推移 
 










年からさかのぼりながら、記事内容を確認していくと 1999 年 3 月 3 日日本経済
新聞の「人材の多様性、日本で説く、米 IBM リンダ・サンフォード氏（フォーカ
ス）」が初出と判断するのが妥当である。1997 年から 1998 年までの記事見出し
を確認したところ、いずれも本稿の対象とは関係がないと判断できるからである
（補論 1 参照のこと）。 
 以上を基に 1999 年を起点として、本稿とは直接関係しない「ダイバーシティ」
概念に関する記事が混入していることを前提としたうえで、「雇用機会均等」記事































図 2 「雇用機会均等」「ダイバーシティ」記事数推移 
 
 ただし、この概念のとらえ方は日本企業と米国企業で異なるのではないかと推


























































正」を公認（婦人）」（1987 年 6 月 1 日，日本経済新聞）といった見出しの記事が
見られる（補論 2 参照）。 
 一方で、ポジティブアクションは、実際に社会にどのように受け入れられたの






活用を！――専門家らが提言（生活家庭）」（1996 年 2 月 16 日，日本経済新聞夕
刊）、「静岡県、今秋から特別研修、中堅女性職員の昇進に道――総務・庶務関係
者が対象。」（1997 年 6 月 11 日，日本経済新聞地方経済面（静岡））といった見出
しの記事が見られる（補論 3 参照）。 









































月～6 月に関しては、記事数の総計は 155 本（1 月 10 本、2 月 28 本、3 月 39 本、
















年、2005 年、2010 年の記事も同様の整理を行っている。（ただし、2000 年に関
しては記事そのものがないため、実質的に 2005 年、2010 年の記事を取り扱って
いる。） 
 たとえば、1 月 10 本の記事では、7 本が「女性」が見出しに登場している。逆
に「女性」が登場しない記事は 3 本あり、うち 1 本は女性関連（「強さと弱さ――




の精神――多様性への理解経営にも（こころの玉手箱）」2016 年 1 月 18 日，日
本経済新聞夕刊）であり、もう 1 本はダイバーティ関連書籍に関する広告宣伝記
事（「まんがでわかる 7 つの習慣 Plus、フランクリン・コヴィー・ジャパン監修
（使える読書）」2016 年 1 月 27 日，日経MJ（流通新聞））であり、「その他」に
分類するのが妥当であった。 
 結果として、155 本の記事は以下のようにラベル付けされた。メインラベルは
「会社人事」（77 本）、「女性」（32 本）、「性的指向」（7 本）、「外国人」（5 本）、
「障がい者」（3 本）、「働き方」（2 本）、「社外取締役」（1 本）、「若者」（1 本）、
「その他」（9 本）、「無関係」（18 本）である(2)。その他、メインラベルにはなら
なかったものの、「高齢者」（1 本）、「個性」（1 本）、「技術」といったサブラベル
















図 4 「ダイバーシティ」記事内容 
 
 「会社人事」（77 本）は、ダイバーシティ関連部署への人事異動を取り扱った































べての記事では LGBT を見出しとしている。具体的には、日本経済新聞が 2016








人事管理を、双方向の国際移動進めよ（経済教室）」（2016 年 6 月 22 日，日本経
済新聞）では、村上由紀子氏の見解として、日本の外国人高度人材の雇用の課題
として、組織の人材マネジメント、日本人の異文化や国際社会への理解、生活者
としてのワークライフバランスの 3 点を挙げている。 
 「障がい者」（3 本）は、障がい者の雇用に関して取り扱った記事である。障害
者との記載の記事もあるが、本稿では障がい者として統一して用いている。該当
する記事としては、たとえば、「IHI 会長釜和明（1）長崎で学んだ奉仕の精神   











































 前節では、2016 年上半期（1～6 月）、すなわち直近のダイバーシティについて
社会における捉えられ方について整理した。しかし、これでは社会における捉え
られ方がどのように移り変わってきたのかはっきりわからない。そこで、本節で




ドととする記事がないので、実質的には 2005 年、2010 年の記事を分析すること
となった。 
 2005 年の記事総数は 13 本である。13 本の記事は以下のようにラベル付けさ
れた。「女性」（8 本）、「会社人事」（2 本）、「外国人」（1 本）、「その他」（2 本）で
ある。また、2010 年の記事総数は 50 本である。50 本の記事は以下のようにラベ
ル付けされた。「女性」（26 本）、「会社人事」（8 本）、「外国人」（4 本）、「社外取


















のピークが 2002 年で、ダイバーシティの議論のピークが 2006 年であると指摘
している。しかし、新聞記事データを用いた本稿ではポジティブアクションの議






























表 1 「ダイバーシティ」キーワード記事内容（1997 年～1999 年） 
記事見出し 出典 出版日 
アステル東京のPHS、アンテナ 2 つで受信感度を
向上。 















1997 年 10 月 13 日 
松下電器、車載用液晶テレビ取り付け機セットで。日本経済新聞 
（朝刊） 




















1999 年 10 月 8 日 
垣根を越えた女たち――大工・電気技師・機械工、
三鷹市内でパネルディスカッション。 







ドとして検索した際にヒットした 1984～1988 年の記事見出しを以下に記載する。 
 
表 2 「アファーマティブアクション」キーワード記事内容（1984 年～1988 年） 




















1986 年 6 月 20 日 
リー首相が日本に送るメッセージ（社説） 日本経済新聞 
（朝刊） 




















1987 年 10 月 8 日 
垣根を越えた女たち――大工・電気技師・機械工、
三鷹市内でパネルディスカッション。 









た 1990～1997 年の記事見出しを以下に記載する。 
 
表 3 「ポジティブアクション」キーワード記事内容（1990 年～1997 年） 



































1997 年 1 月 28 日 
模擬議会で女性の要望相次ぐ（女性かわらばん） 日本経済新聞 
（夕刊） 










1997 年 6 月 17 日 
群馬銀行、店舗外ATM を追加など（企業短信） 日本経済新聞 
（地方経済面、群馬）
1997 年 6 月 19 日 
 
【注】 
 (1) 経済産業省ウェブサイト該当箇所 
 http://www.meti.go.jp/policy/economy/jinzai/diversity/index.html，2016 年 8 月 23 日
参照 
 (2) 重複を避けるために複数のラベルがついた記事に関しては、本稿では対応した文章量に
応じて 1 つのラベルに統一している。 
 (3) 法務省 web サイト「性的指向及び性同一性障害を理由とする偏見や差別をなくしまし
42 
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（2016 年 8 月 29 日受理） 
 
